
 

 

滋賀県道路公社の概要について 

 

 

１ 名称  滋賀県道路公社 

 

２ 設立年月日 昭和 47 年３月８日 

 

３ 設立の趣旨・目的 

滋賀県道路公社は、滋賀県の区域およびその周辺の地域において、その通行または利

用について料金を徴収することができる道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理を

総合的かつ効率的に行なうこと等により、この地域の地方的な幹線道路の整備を促進し

て交通の円滑化を図り、もって住民の福祉の増進と産業の発展に寄与することを目的と

する。 

 

４ 業務概要 

(1) 琵琶湖大橋有料道路の改築および管理 

(2) 吉身高架下駐車場の管理 

(3) 琵琶湖大橋附帯事業施設の管理 

 

５ 出資の状況（令和６年度末）                （単位：千円、％） 

区分 出資額 構成比 区分 出資額 構成比 

基本 

財産等 

滋賀県 9,593,500 100 

その他 

   

      

   小計   

小計 9,593,500 100 合計 9,593,500 100 

 

６ 組織図 
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７ 役員等 

役職 氏名（他団体での役職） 常勤 

理事長 野﨑 信宏 ○ 

理事 寺本 勉 ○ 

理事 岩﨑 一彦 ○ 

監事 杉江 秀樹（株式会社滋賀銀行常勤監査役）  

監事 松尾 宏文（公認会計士）  

 

８ 所在地 

大津市松本一丁目２番１号 滋賀県大津合同庁舎４階 



法人名 滋賀県道路公社

１　人員、県の人的関与の状況 （単位：人）

　①役員の状況 R5年度 R6年度 R5→R6増減 R7年度

理事総数 3 3 3

うち県職員（特別職を含む。） 1 1 1

うち県退職職員（ＯＢ） 2 2 2

うち常勤役員数 3 3 3

うち県職員（特別職を含む。） 1 1 1

うち県退職職員（ＯＢ） 2 2 2

監事総数 2 2 2

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

うち常勤監事数

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

報酬額・年齢　

常勤役員の平均年齢 60 61 1 61

常勤役員の平均報酬（年額）（千円） 5,187 5,369 182 5,581

役員の報酬総額（年額）（千円） 15,640 16,191 551 16,826

　②職員の状況 R5年度 R6年度 R5→R6増減 R7年度

職員総数 36 36 33

常勤職員 32 30 △ 2 29

プロパー職員 8 6 △ 2 5

うち県退職職員（ＯＢ） 4 2 △ 2 2

県等からの派遣職員 15 16 1 17

うち県派遣職員 15 16 1 17

臨時・嘱託職員 9 8 △ 1 7

うち県退職職員（ＯＢ）

非常勤職員 4 6 2 4

うち県派遣職員

うち県退職職員（ＯＢ） 3 4 1 3

59.9 59.7 △ 0.2 60.2

4,702 4,538 △ 164 5,611

職員の給与総額（年額）（千円） 110,306 117,142 6,836 120,628

10代 20代 30代 40代 50代 60代～ 合計

(令和7年度当初実数) 2 3 5

２　県の財政的関与の状況 （単位：千円）

R5年度 R6年度 R5→R6増減 R7年度

補助金等合計

県からの借入金

県からの損失補償・債務保証

年度末
残高

短期貸付金の金額（期間中の県からの借入れで、
同一年度に貸付けと返済の双方が行われるもの）

委託料

その他

運営費補助金

県からの
年間
収入額

補助金

事業費補助金

令和7年度　出資法人経営評価表 (別紙３・公社用）

プロパー職員の平均年齢

備考(R7内訳)

プロパー職員の平均給与（年額）（千円）

プロパー職員の年代別職員数

項　　　　　　目



R4 R5 R6
中期経営計画、年度目標とも策定している。 ○ ○ ○
中期経営計画のみ策定している。

年度目標のみ策定している。

策定していない。

全ての事業が社会情勢に適合し、その意義は大きい。 ○ ○ ○
　 社会情勢に照らして意義が薄れてきた事業がいくつかある。

社会情勢に照らして意義の薄れてきた事業が多くある。

活動について成果目標を定め、目標以上に達成している。

活動について成果目標を定め、目標どおり達成している。

活動について成果目標を定め、概ね目標どおりに達成している。 ○ ○ ○
活動について成果目標を定め、達成しているものもあるが、十分ではない。

活動について成果目標を定めていない。

多様な調査を実施し、積極的にニーズの把握に努めている。

ニーズを把握するための手段を講じている。 ○ ○ ○
具体的な取組はしていない。

管理費比率が２期連続で減少した。 ○
管理費比率が前期に比べ減少した。 ○
管理費比率が前期に比べ増加した。 ○
管理費比率が２期連続で増加した。

経常収益が２期連続で経常費用を上回った。 ○ ○ ○
経常収益が、当期は経常費用を上回った。

経常収益が、当期は経常費用を下回った。

経常収益が、２期連続して経常費用を下回った。

当期末において債務超過でない。 ○ ○ ○
２期連続で改善した。

前期に比べ改善した。

前期に比べ悪化した。

２期連続で悪化した。

２期連続で増加した。

前期に比べ増加した。 ○
前期に比べ減少した。 ○
２期連続で減少した。 ○
当期末において累積欠損金はない。 ○ ○ ○
累積欠損金は、２期連続で減少した。

累積欠損金は、前期に比べ減少した。

累積欠損金は、前期に比べ増加した。

累積欠損金は、２期連続で増加した。

流動比率は、２期連続で100%以上であった。 ○ ○ ○
流動比率は、当期は100%以上であった。

流動比率は、当期は100%未満であった。

流動比率は、２期連続で100%未満であった。

当期末において借入金はない。 ○ ○ ○
２期連続で低下した。

前期に比べ低下した。

前期に比べ上昇した。

２期連続で上昇した。

累積欠損金の状況

短期的支払い能力の状況

借入金依存率の状況

効率性経常費用に占める管理費の状況

　前期と比べ管理費比率が減少しており、運営の効
率性が保たれていると考える。引き続き効率的な経
営に努めていく。

・前期と比べて管理費比率が減少し、効率的
な運営がなされていると考える。引き続き適
正かつ効率的な運営を求めていく。

経常収益・費用の比率

健全性
債務超過の状況

　附帯施設において、空調設備修繕等に係る支出が
増加したことから当期利益が減少しているものの、剰
余金の額を超えるものではなく、経営の健全性は確
保できている。その他の財務指標においても経営の
健全性を確保できている。

・前期と比べ当期純利益が減少したものの、
空調設備修繕に係る経費の増によるもので
あり、やむを得ないと考える。その他の財務
指標においては、健全な財務状況が確立で
きていることから、引き続き健全な財務状況
が確保できるよう、適時適切な指導・助言を
行っていく。

当期純利益の状況

県の所見

効果性
中期経営計画、年度目標の策定

　琵琶湖大橋有料道路第６期事業として、琵琶湖大
橋耐震対策および国道477号の４車線化に取り組ん
でいる。
　琵琶湖大橋耐震対策については、耐震補強詳細設
計業務を実施するとともに、基礎工耐震補強工事に
着手した。
　国道477号４車線拡幅工事のうち、大津側について
は、国道161号真野ＩＣ～琵琶湖大橋交差点間1.9km
を供用開始した。また、守山側については、土地所有
者の55％と契約締結に至っており、令和８年度での
用地取得100％を目指す。
　道路公社の事業は、交通の円滑化を通じて県民の
福祉の増進および経済活動の発展に寄与することを
目的としており、今後も中期経営計画に定めた目標
の達成を通じてその実現に努める。

・中期経営計画および年度目標が的確に実
施されるよう求めていく。

事業活動の社会情勢への適合性

活動の成果の達成度

住民、関係者等のニーズの把握状
況

３　評価

区分 評価項目 評価内容
該当項目に○

出資法人の所見



R4 R5 R6
県の所見区分 評価項目 評価内容

該当項目に○
出資法人の所見

知事・副知事が法人の代表者へ就任していない ○ ○ ○

知事・副知事が法人の代表者へ就任している

当期末において県派遣職員はない

常勤職員に占める県派遣職員の割合が前期に比べ低下した。

常勤職員に占める県派遣職員の割合は前期と概ね同程度 ○ ○
常勤職員に占める県派遣職員の割合が前期に比べ上昇した。 ○
当期末において県退職職員はない

常勤職員に占める県退職職員の割合が前期に比べ低下した。 ○
常勤職員に占める県退職職員の割合は前期と概ね同程度 ○ ○
常勤職員に占める県退職職員の割合が前期に比べ上昇した。

当期末において県の財政支出はない。 ○ ○ ○
経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で低下した。

経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ低下した。

経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ上昇した。

経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で上昇した。

当期間中において県の短期貸付けはない。 ○ ○ ○
県の短期貸付けの額が２期連続で減少した。

県の短期貸付けの額が前期に比べ減少した。

県の短期貸し付けの額が前期と同額である。

県の短期貸付けの額が前期に比べ増加した。

県の短期貸付けの額が２期連続で増加した。

当期末において県の損失補償・債務保証はない。 ○ ○ ○
県の損失補償・債務保証の額が２期連続で減少した。

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ減少した。

県の損失補償・債務保証の額が前期と同額である。

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ増加した。

県の損失補償・債務保証の額が２期連続で増加した。

規程を整備している。 ○ ○ ○
規程を設けていない。

規程を設けていない（県の資本金等の割合が1/2未満）。

ホームページ等により不特定の者に対し情報公開を行っている。 ○ ○ ○
不特定の者に対し情報公開を行っていない。

規程を整備している。 ○ ○
規程を設けていない。

規程を設けていない（県の資本金等の割合が1/2未満）。

情報公開の資料に係る文書の作成、整理、保存等を行っている。 ○ ○
情報公開の資料に係る文書の作成、整理、保存等を行っていない。

作成した財務諸表について、会計監査人監査を受けている、または、財務
諸表の作成過程で、会計の専門家の指導・助言を受けている。

○ ○ ○

会計の専門家による監査・指導・助言等は受けていない。

業務監査を実施している。 ○ ○ ○
業務監査を実施していない。

・引き続き外部監査の結果を踏まえた財務状
況の開示等、透明性の確保に努めるよう指
導していく。

情報公開の実施状況

会計専門家の関与状況

業務監査の実施状況

・琵琶湖大橋有料道路第６期事業の推進に
は、プロパー職員のみの対応では困難であ
り、前年度と同程度の人的・技術的支援の継
続は、やむを得ないものと考えている。

県退職職員の就任状況

県財政支出の状況

　県財政支出、短期貸付および損失補償状況のいず
れも問題なく、自律的な運営を維持している。

・県からの財政支出もなく、外部からの借入
金もないため県の損失補償等の必要もない。
財務的には極めて自主性の高い経営を実現
している。

短期貸付金の金額（期間中の県か
らの借入れで、同一年度に貸付け
と返済の双方が行われるもの）の
状況

損失補償の状況

透明性情報公開規程の整備状況
　財務諸表の作成過程で、公認会計士の指導や助
言を受けるとともに、外部の監事による監査を受けた
財務状況、組織体制および活動内容について、公社
のホームページに掲載し、適切な情報提供に努めて
いる。

知事・副知事の代表者への就任状
況

－

県派遣職員の状況

　常勤職員に占める県派遣職員や県退職職員の割
合に変動はあるものの、非常勤職員も含めた職員総
数としては前年度と同数となっている。
　プロパー職員の新規雇用ができない状況であるこ
とから、第６期事業の円滑な推進のために、県からの
人的・技術的な支援が不可欠であり、事業進捗に応
じた体制確保に努める。

文書管理規程の整備状況

文書管理の実施状況

－自立性



－ －

　　　　　　総　合　所　見

　琵琶湖大橋耐震対策をはじめ、管理道路の改良および適切な維持管理により、幹線道路
交通の円滑化を図り、県民生活の利便性向上と経済活動の発展に寄与している。
　引き続き、効果的な改築と良好な維持管理による安全で快適な有料道路の提供と、利用
者ニーズに対応したサービス向上に努める。

・管理する有料道路の改築、維持管理を行うことにより、幹線道路交通の円滑化を図るな
ど、県の道路行政の一端を担うとともに、県民生活の利便性向上と経済活動の発展に寄与
するという役割を果たしている。
・琵琶湖大橋有料道路第６期事業の円滑な実施に向けて、人的・技術的支援等を行い、引
き続き連携を密にしていく。

財務に関する事項

　財務状況は良好であるが、琵琶湖大橋本体の耐震化工事や国道477号４車線拡幅工事な
ど、今後も多額の工事費を必要とする事業を行うため、引き続き適正な料金徴収に努めると
ともに、第６期事業の計画的な進捗と既存施設の効果的な維持管理等により、健全な財政
状況の維持に努める。

・引き続き良好な財務状況を維持できるよう、適時適切な助言を行っていく。

行政経営方針実施計画
に関する事項

※実施計画は次頁参照

　行政経営方針実施計画に定める目標を達成しており、順調に進捗している。 ・行政経営方針実施計画に基づく適切な取組がなされており、順調な進捗となっている。

実施計画に定める目標 実績 実施計画に定める目標 実績

実施計画に定める「具体的な取組内容」の進捗状況 実施計画に定める「具体的な取組内容」の進捗状況

１　琵琶湖大橋有料道路第６期事業の着実な実施
　琵琶湖大橋耐震対策について、耐震補強詳細設計業務を実施するとともに、基礎工耐震
工事に着手した。
２　良好な維持管理による安全で快適な有料道路等の提供
　長寿命化計画に基づき、琵琶湖大橋をはじめとする橋梁の点検および修繕を実施した。
３　大津港駐車場の早期償還を見据えた経営改善
　令和６年４月に県へ移管済み。
４　次期中期経営計画の策定
　令和５年度末に策定済み。現在は、令和６年度から９年度までを計画期間とする中期経営
計画に基づく取組を実施中。

－

１　第６期事業
　事業計画の見直し（令和８年度末）
２　長寿命化計画の見直し
　琵琶湖大橋　令和８年度末
　その他の橋梁　令和６年度～令和７年度

１　第６期事業
　資材費高騰等による事業費の増額と償還
期間の延長を行う事業変更許可（令和７年３
月24日）
２　長寿命化計画の見直し
　管理する44橋について、令和２年度から令
和６年度の５か年で計画的に点検、修繕を進
めた。

出資法人の総合的評価・対応 県による総合的評価・対応

事業に関する事項

　琵琶湖大橋有料道路の通行台数は、令和５年度と比較し増加した。
　琵琶湖大橋有料道路第６期事業のうち、琵琶湖大橋本体の耐震化工事については、耐震
補強詳細設計事業を実施するとともに、基礎工耐震補強工事に着手した。また、国道477号
４車線拡幅工事については、大津側の国道161号真野ＩＣ～琵琶湖大橋交差点間1.9kmを供
用開始し、守山側についても用地取得を行った。

・琵琶湖大橋有料道路第６期事業について、順調に事業進捗が図られている。



【参考資料】

　財務諸表等へのリンク
滋賀県道路公社ホームページへのリンク https://www.shiga-dourokousha.or.jp/annai/index.html

　※行政経営方針実施計画


